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1.検討の背景と目的 ～長期構想と港湾計画検討の必要性～ 

 

特定重要港湾の四日市港は、中部圏における代表的な国際貿易港として、また石油化

学コンビナートを有するエネルギー供給基地として重要な役割を担っている。さらには、

背後圏域で製造される完成自動車などの製品輸送に大きくかかわるほか、近年では中国、

東南アジア等の近海航路を中心とする外貿コンテナ貨物の伸びも著しく、コンテナ物流

港湾としても着実に発展している。このような中、平成 16 年 7 月に名古屋港とともに

伊勢湾のスーパー中枢港湾に指定され、我が国を代表するナショナルポートの一翼を担

う港として大きな役割を期待されるようになっている。 

 

近年、少子高齢化のさらなる進展、経済のグローバル化、中国やインド等の著しい経

済成長、国際水平分業の進展、地球温暖化対策への要請等、四日市港を取り巻く社会情

勢は大きく変化しているとともに、港を賑わいや地域振興の拠点、災害時の防災拠点と

して活用したいという要請が大きくなってきている。 

 

本検討では、このような背景と動きをもとに平成 10 年 7 月に改訂された現港湾計画

を見直し、平成 30 年代前半を目標年次とした新しい港湾計画案を検討するものである。 

検討にあたっては学識経験者や港湾関係者等からなる「四日市港長期構想検討委員

会」を設置し、議論をいただくとともに、パブリックコメントを実施し、四日市港に対

する幅広い意見の把握に努めながら、平成 40 年代前半を想定した四日市港長期構想を

作成しこれに基づき新しい港湾計画案を作成するものである。 
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２.四日市港長期構想検討委員会の概要 

 

2-１．委員会と幹事会及び部会の関係について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四日市港長期構想検討委員会 

四 日 市 港 長 期 構 想 テーマ 

・平成 40 年代前半を見据えた四日市港の将来像

・将来目標、長期的な港湾整備の方向性 

・空間利用のゾーニング 

・四日市港の将来展望 など 

長期構想のうち短期的施策を抽出

四 日 市 港 港 湾 計 画 （案） テーマ 

・平成 30 年代前半を目標年次とした四日市港の

港湾計画 

・港湾環境計画、港湾施設の計画 

・計画実現に向けた施策、課題の検討 など 

幹   事   会 

テーマ 部会での検討結果を踏まえ、

計画内容全般について、関係

行政機関での調整、協議、検

討を行う 

物 流 ・まちづくり部 会  

テーマ 
（案） 

・四日市港の物流機能のあり方 

・四日市港のまちづくりについて

など

みなと環境 部会  

テーマ 
（案） 

・市民に親しまれる港づくり 

・今後取り組むべき環境施策 

など
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 2-２．委員名簿 

 

◎委員会 20 名 （敬称略・順不同） 

所  属 役  職 氏  名 

（社）日本港湾協会 会長 栢原 英郎 

独立行政法人港湾空港技術研究所 顧問 小和田 亮 

みなとづくり女性ネットワーク（四日市大学） （教授） 谷岡 経津子 

四日市大学（NPO 法人市民社会研究所） 教授（代表理事） 松井 真理子 

三重大学 准教授 木村 妙子 

岡山大学 准教授 津守 貴之 

本田技研工業㈱生産本部 
生販物流部 

製品物流室室長 
渡辺 浩一 

四日市港利用促進協議会 会長 小菅 弘正 

四日市港運協会 会長 小林 長久 

名古屋海運協会 会長 萩野 聖 

財団法人三重県産業支援センター 理事長 石垣 英一 

四日市商工会議所 専務理事 北川 利美 

コミレスネット こらぼ屋 代表 海山 裕之 

四日市青年会議所 理事長 菊池 雄一 

三重県政策部 部長 戸神 範雄 

四日市市経営企画部 部長 武内 彦司 

川越町総務部 部長 山下 健次 

国土交通省港湾局計画課 港湾計画審査官 大脇 崇 

国土交通省中部地方整備局港湾空港部 部長 宮本 卓次郎 

四日市港管理組合 副管理者 佐藤 清 

 

○幹事会 8 名 （敬称略・順不同） 

所  属 役  職 氏  名 

三重県政策部 交通・資源政策監 辻 英典 

三重県四日市建設事務所 所長 宇佐美 辰夫 

四日市市経営企画部 参事 柴田 鋼三 

川越町総務部企画情報課 課長 城田 政幸 

国土交通省港湾局計画課 課長補佐 森 信哉 

国土交通省中部地方整備局港湾空港部港湾計画課 課長 森橋 真 

国土交通省中部地方整備局四日市港湾事務所 所長 丸岡 初 
四日市港管理組合経営企画部 部長 小林 清人 
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○物流・まちづくり部会 8 名                     （敬称略・順不同） 

所  属 役  職 氏  名 

四日市大学（NPO 法人市民社会研究所） 教授（代表理事） 松井 真理子 

岡山大学 准教授 津守 貴之 

四日市港運協会 会長 小林 長久 

四日市商工会議所 専務理事 北川 利美 

コミレスネット こらぼ屋 代表 海山 裕之 

四日市市経営企画部 部長 武内 彦司 

三重県政策部 交通・資源政策監 辻 英典 

川越町総務部企画情報課 課長 城田 政幸 

 

○みなと環境部会 ６名                     （敬称略・順不同） 

所  属 役  職 氏  名 

みなとづくり女性ネットワーク（四日市大学） （教授） 谷岡 経津子 

三重大学 准教授 木村 妙子 

四日市青年会議所 理事長 菊池 雄一 

三重県政策部 部長 戸神 範雄 

川越町総務部 部長 山下 健次 

四日市市経営企画部 参事 柴田 鋼三 
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 2-3．検討スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

長 

期 

構 

想 

港 

湾 

計 

画 

委 

員 

会 

等 

関 

連 

調 

査 

１.計画準備 

①資料収集整理 

■上位計画・関連計画 

■四日市港の現況データ 

■四日市港をとりまく動

向に関する資料 

②関係者､住民等の意
見把握 

■ヒアリング計画 

■ヒアリングの実施 

■ヒアリング結果とりま

とめ 

２.四日市港の現況及び課
題・要請の整理 

③検討の背景・目的の
明確化 

■長期構想・港湾計画の見

直しの必要性 

⑤近年の情勢変化の整
理 

■社会・経済情勢及び国民

生活の動向 

■世界経済・日本の貿易構

造等の動向 

■港湾をとりまく諸情勢

■四日市港背後圏の動向

と展望 

④ 四 日 市

港の 

現況 

⑥ 四 日 市

港 の 課

題 及 び

要請 

３.長期構想(素案)の検討

⑦将来目標の設定 
（基本姿勢・将来目標）

⑧分野別将来目標と主
要施策の設定 

４.現港湾計画の検証 

⑩現港湾計画の進捗度
と問題点の明確化 

（貨物・施設計画・土
地利用など） 

⑨空間利用のゾーニン
グ 

５.長期構想(公表案)の検
討 

⑪公表案のイメージ 
（HP 掲載案） 

６.四日市港港湾計画の方
向性の検討 

⑫長期構想施策のうち
短期的施策の明確化

⑬基本方向

と地区別

の機能配

置イメージ

⑭港湾環
境計画

７.長期構想(最終案)の報
告 

⑮パブリックコメント
の結果とそれを踏ま
えた最終案 

８.四日市港港湾計画(素
案)の検討 

⑯港湾計画の目標の検
討・設定 

⑰港湾施設計画の検討

９.四日市港港湾計画改訂
(案)の検討 

⑱実現に向けた課題整

理 

⑲港湾計画図書の作成 

⑳関係機関協議資料作

成 

長期構想に関

する意見把握

（パブリック

コメント）

港湾計画に関

する意見把握

（パブリック

コメント）

■ヒアリングの実施 

（企業・関係団体） 

■物流・まちづくり部
会の発足 

■みなと環境部会の

発足 

■第１回合同委員会

（委員会・幹事会）

（四日市港の現況・課

題・要請と将来像） 

（平成 19 年 12 月 12 日）

■第２回幹事会

（長期構想公表案

と港湾計画の方

向性） 

（平成 20 年 5 月）予定

■第２回委員会

（長期構想公表案

と港湾計画の方

向性） 

（平成 20 年 6 月）予定

■第３回幹事会

（長期構想最終案

と港湾計画改訂

案） 

（平成 21 年 2 月）予定

■第３回委員会 

（長期構想最終案

と港湾計画改訂

案） 

（平成 21 年 3 月）予定 

港湾環境現況調査 

船舶航行安全性の検討 

（平成20年10月～平成21年3月）

波浪・静穏度調査（実態調査・波浪推算・静穏度解析など） 

（平成19年1２月～平成21年3月）

改   訂 

■地方港湾審議

会 

（平成 21 年 5 月）予定

■交通政策審議

会（港湾分科会）

（平成 21 年 7 月）予定

港湾計画に関する 
環境影響評価 

（平成 21 年 1 月～3 月）

臨港交通体系調査（実態調査・交通量配分など） 

（平成 19 年 1２月～平成 21 年 3 月） 


